
薬剤耐性（AMR）アクションプランの進捗

医療分野からの報告

国立国際医療研究センター病院

AMR臨床リファレンスセンター

大曲 貴夫

資料２



主催セミナー 2017年度

東京都、仙台市、高松市、
名古屋市、札幌市、福岡市

A 計518名

京都市 B 45名

福岡市 C 36名

2018年度

大阪市、盛岡市、福井市、
横浜市、岡山市、熊本市

A 計503名

金沢市、千葉市、徳島市、
東京都

B 計115名

茨城県、大分県、佐賀県、
青森県、高知市、鹿児島県

C 計400名

• AMR対策臨床セミナー（A）15回

• すべての医療従事者を対象にAMR対策の基本を解説

• AMRCRCスタッフと開催地域の専門家が講演を担当

• かぜ診療ブラッシュアップコース（B）8回

• 「抗菌薬適正使用の手引き第一版」に準拠し、かぜ診療に特化して診

断、治療、コミュニケーションを解説

https://amrlearning.ncgm.go.jp/

公衆衛生セミナー

• 全国保健所長会地域保健総合推進事業薬剤耐性(AMR)対策等推進事業の中で講

義と事例検討を組み合わせたセミナー（C）を開催 7回

• 各地の自治体が開催する講習会等にも講師を派遣

* 指導者講習会

eラーニング

• 2018年6月公開、5コース71コンテンツを公開中

• 登録数（2019年9月30日現在）2,099名（薬剤師37.8%、医師35.1%、看護師

13.8%、臨床検査技師5.0%、その他8.3%）

2019年度

6月22日 神戸市 B* 18名

7月6日 広島市 A 124名

7月27日 岐阜市 B 17名

8月24日 旭川市 A 35名

9月21日 新潟市 B 16名

10月12日 青森市 A 121名

11月15日 北九州市 C （予定）

11月30日 福岡市 B （予定）

12月14日 松江市 A （予定）

1月21日 平塚市 C （予定）

1月25日 松山市 B （予定）

2月22日 宇都宮市 A （予定）

「医療従事者向け」教育啓発活動実績
セミナー参加人数一覧



市民向け教育啓発活動

• 基本方針

• AMR対策、抗菌薬適正使用の認知度と基本知識の向上をめざす

• メインターゲット：小さな子をもつ親の世代

• ウェブサイト、イベント、医療機関などさまざまなルートを活用する

• 全国各地での活動を支援する

展開している活動

・情報サイトの開設（2017年9月） ・川柳大会（第3回）募集中

・SNS（Facebook, Twitter）での情報
提供

・市民対象のイベント開催

・各種ポスター、リーフレット、
ブックレットの作成と配布

・各地でのイベント支援

・各種動画の公開 ・アウトリーチ活動

・教育用資材の制作と公開
・プレスリリース、メディアセミナー
など

第2回薬剤耐性あるある川柳入賞作品（一部）

ママタスコラボ動画「ついやってしまう抗菌薬
（抗生物質）のこれはNG!」より



調査時期 対象者数 設問文
正答を選択

しなかった割合

2017年3月1 3,390名
かぜやインフルエンザに抗
生物質は効果的

40.6%

2017年9-10月2 710名 かぜに抗生物質が有用 44.0%

2018年2月3 3,192名
かぜやインフルエンザに抗
生物質は効果的

43.8%

2018年8-9月4 721名 かぜに抗生物質が有用 49.9%

2019年8月5 688名 かぜに抗生物質が有用 45.6%

2019年9月6 3,218名
かぜやインフルエンザに抗
生物質は効果的

43.9%

市民レベルでの変化はまだ見えない
インターネット調査で行われた意識調査結果

1. PLoS One. 2018;13(11):e0207017.

2-6. AMR臨床リファレンスセンターが行った各種調査より



National Center for Global Health and Medicine AMR Clinical Reference Center

病院でのAMR対策支援プラットフォームの整備

2019年1月より実装



National Center for Global Health and Medicine AMR Clinical Reference Center

利用施設数（計347施設）

都道府県 施設数 都道府県2 施設数3

北海道 42 群馬県 4

岐阜県 28 長野県 4

東京都 27 福島県 3

愛知県 26 栃木県 3

福岡県 24 新潟県 3

神奈川県 15 福井県 3

広島県 15 奈良県 3

埼玉県 14 宮崎県 3

大阪府 12 鳥取県 2

兵庫県 11 島根県 2

宮城県 10 山口県 2

千葉県 9 大分県 2

三重県 8 青森県 1

愛媛県 7 岩手県 1

長崎県 7 秋田県 1

熊本県 6 山形県 1

富山県 5 徳島県 1

石川県 5 香川県 1

静岡県 5 鹿児島県 1

京都府 5 沖縄県 1

和歌山県 5 山梨県 0

岡山県 5 滋賀県 0

佐賀県 5 高知県 0

茨城県 4 （ 2019/10/15時点）



National Center for Global Health and Medicine AMR Clinical Reference Center
7

全抗菌薬使用量の施設間比較



J-SIPHEにより病院でのAMR関連指標の全国統計が算出可能に

-試行時のデータの集計結果-

National Center for Global Health and Medicine AMR Clinical Reference Center
8

ICPID 2019 poster

施設の血液培養状況や

菌血症発生率（/延べ在院日数）が確認できる



National Center for Global Health and Medicine AMR Clinical Reference Center

AMRワンヘルス動向調査Webサイト
https://amr-onehealth.ncgm.go.jp/

ヒト抗菌薬消費量 ヒト耐性率と抗菌薬消費量 動物抗菌薬消費量

ヒト耐性率 動物耐性率 ヒトと動物 耐性率



National Center for Global Health and Medicine AMR Clinical Reference Center

薬剤耐性（AMR）ワンヘルスプラットフォーム

AMR関連情報を、都道府県別（一部）に表示

ユーザーが自由に選択可能



抗菌薬販売量サーベイランス 2013年～2018年

ヒト用抗菌薬の販売量は、2018年にでは2013年と比較し10.6%減少



注意！

・販売量の標準化には、2017年版の Defined 

Daily Doseを使用しています。

・本サーベイランスで公開されているデータは

実際の医療現場での抗菌薬使用実績をそのまま

示すものではありません。

AWaRe分類とは？

• WHOが推奨する、抗菌薬適正使用のた

めに用いられる分類法です。

• Access:一般的な感染症の第一選択薬

Watch: 耐性化が懸念されるため限ら

れた適応に使うべき薬、Reserve: 最後

の手段として保存する薬

• WHOは抗菌薬全体に占めるAccessの

割合が60%以上になることを目標に定

めている。

抗菌薬販売量サーベイランス 2013年～2018年



厚生労働行政推進調査事業費新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業「薬剤耐性(AMR)アクションプランの実行に関する研究（H29-新興行政-指定-005）」

PLoS One. 2019 Oct 16;14(10):e0223835. doi: 10.1371/journal.pone.0223835. eCollection 2019.

「非細菌性上気道感染症」による受診100回あたりの処方回数は2012年4月から

2017年7月の間に34.36 回/100 受診→27.77回/100 受診と低下（19.2％の減少）



厚生労働行政推進調査事業費新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業「薬剤耐性(AMR)アクションプランの実行に関する研究（H29-新興行政-指定-005）」

PLoS One. 2019 Oct 16;14(10):e0223835. doi: 10.1371/journal.pone.0223835. eCollection 2019.

「非細菌性上気道感染症」による抗菌薬処方率が高いのは19-39歳の世代



販売量を利用した抗菌薬サーベイランス 2013年～2018年

注射用抗菌薬販売量は2013年と比較し2018年では10.0%増加
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65歳以上の患者への注射用抗菌薬使用量は年々増加している

本邦において年齢群別に使用された注射用抗菌薬使用量の推移 (2013-2017年)



アンケート

優先して改訂すべき抗菌薬の選出

添付文書の改正への取り組み

－既存抗菌薬の適正使用推進のために－


